
（２） ２００２．１１．１１

※東京都及び国の給与等については東京都から通知のあった数値を使っています ｡

市職員の給与等の状況
　町田市職員の給与・定数管理の状況についてお知らせします。

お問い合わせは、職員課（11７２２・３１１１内線２２４１）へ。
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給与の種類とその内容�

 〈表１〉一般行政職の級別職員数の状況 　　　　　　　　　　（平成１４年４月１日現在）

計
１　　級２　級３級４級５級６級区　　　分

主　　事主　任係長・
主査副主幹課長・

主幹部長標 準 的 な 職 務

１５２５人（７）５６６人２５５人（７）５４５人３１人９２人３６人職 員 数
１００％（１００） ３７．１％１６．７％（１００） ３５．８％２．０％６．０％２．４％構 成 比
１００％３６．９％１８．０％３４．６％２．１％６．１％２．３％１年前の構成比参

考 １００％３９．５％２４．８％２６．４％２．３％５．６％１．４％５年前の構成比
（注）①町田市職員の初任給・昇格及び昇給等の基準に関する規則に基づく給料表の級区分による職員数
　　です。②標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。③（　　）内は、再任
　　用短時間勤務職員であり、外書きです。

〈表２〉人件費の状況（平成１３年度普通会計決算）
（参考）平成１２年
度の人件費率人件費率（Ｂ /Ａ）人件費（Ｂ）実 質 収 支歳出総額（Ａ）住民基本台帳人口

２１．２％２０．６％２４６億２，１３５万円１９億８１９万円１，１９６億５，４２１万円（平成１４年３月３１日現在）
３８４，５７２人

（注）①人件費とは、一般職員に支給される給与と市長や議員など特別職の給料・報酬・手当などの経
　　　費の合計です。②普通会計とは、一般会計をもとに特別会計と調整して得られる統計上の会計です。

〈表３〉職員給与費の状況（平成１３年普通会計決算）

1 人当たり給与費
給　　　　　　与　　　　　　費

計その他の手当期末・勤勉手当給　　　料
７８８万円１７５億８，９０５万円３０億８，１３８万円４６億５，６９４万円９８億５，０７３万円

（注）①給与費は、人件費から議員報酬、社会保険料の事業主負担分である共済費、退職手当などを除
　　　いたものです。②「その他の手当」のうち主なものは、扶養手当４億６５３万円、調整手当１０億３，９１
　　　９万円、時間外勤務手当７億４，７２５万円などです。

〈表４〉初任給の状況    　（平成１４年４月１日現在）
国東     京     都町     田     市

区    分 ２年経過後の
給 料 月 額初　任　給２年経過後の

給 料 月 額初　任　給２年経過後の
給 料 月 額初　任　給

２０３，８００円
１８８，９００円

Ⅰ種１８４，２００円
Ⅱ種１７４，４００円

２０８，７００円
（２００，３５２円）

１８４，２００円
（１７６，８３２円）２０７，８００円１８４，２００円大学卒

１５１，８００円１４１，９００円１５６，１００円
（１４９，８５６円）

１４４，９００円
（１３９，１０４円）１６４，２００円１５１，８００円高校卒

（注）　（　　）内は、平成１４年８月から実施している給料の減額後の支給月額です ｡  

〈表５〉平均給料月額などの状況 　　　　         　　　  （平成１４年４月１日現在）
技　  能  　労  　務  　職一 　 般 　 行  　政  　職

区    分
平　均　年　齢平均給料月額平　均　年　齢平均給料月額
４６．４歳３９０，０１９円４２．１１歳３７９，７４９円町  田  市
４７．５歳３４７，１２０円４３．２歳３６８，２７５円東  京  都

〈表６〉経験年数別・学歴別平均給料月額の状況    　（平成１４年４月１日現在）
経験年数２０年経験年数１５年経験年数１０年区   　　　　 分
４００，２００円３４３，３０６円２９２，０９７円大    学    卒

一 般 行 政 職
３５８，０５０円２９１，２００円２４７，１００円高    校    卒
３４５，６６８円２７９，５１８円２４８，５６７円全    学    歴技 能 労 務 職

（注）経験年数：学校卒業後ただちに市職員に採用された者は ､その在職年数をいい ､その他の職員に
　　　ついては、それぞれ前歴等の年数を一定の基準により在職年数として換算し、あわせて市職員に
　　　採用後の在職年数を加算したものです ｡     

 〈表７〉昇給期間短縮の状況  　　　　　　　　　　
教育公務員技能労務職医療職福祉職税務職一般行政職合  計区   　　　　 分
１人６４０人４８７人１５２人１６１人１５２５人２９６６人職    員    数　　　（Ａ）

平　成
１３年度 ０人１２１人１１０人２１人９人２２７人４８８人普通昇給期間（１２月～２４月）を

短縮して昇給した職員数（Ｂ）
０．０％１８．９％２２．６％１３．８％５．６％１４．９％１６．５％比　　率　　　（Ｂ／Ａ）
１人６７８人４７２人１５３人１６５人１５３５人３００３人職    員    数　　　（Ａ）

平　成
１２年度 ０人１２７人８７人１６人２４人１８６人４４０人普通昇給期間（１２月～２４月）を

短縮して昇給した職員数（Ｂ）
０．０％１８．７％１８．４％１０．５％１４．５％１２．１％１４．７％比　　率　　　（Ｂ／Ａ）

（注）職員数は各年度４月１日現在です ｡

〈表８〉期末・勤勉手当の状況 　　　　         　　　  
国東　京　都町    田　市区   　　 分

勤勉手当
０．６０月分
０．５５月分
　　月分
１．１５月分

期末手当
１．４５月分
１．５５月分
０．５５月分
３．５５月分

勤勉手当
０．４５月分
０．４５月分
　　月分
０．９０月分

期末手当
１．６０月分
１．７０月分
０．５０月分
３．８０月分

勤勉手当
０．６０月分
０．５０月分
　　月分
１．１０月分

期末手当
１．４５月分
１．７０月分
０．４５月分
３．６０月分

平成１３年度支給率

平成１３年６月期
平成１３年１２月期
平成１４年３月期

計
０．６０月分
（０．３０）月分

１．４５月分
（０．７０）月分

０．４５月分
（０．２５）月分

１．６０月分
（０．７５）月分

０．６０月分
（０．３０）月分

１．４５月分
（０．７０）月分平成１４年６月期

有有有職務段階による加算
（注）①東京都及び国については ､一般職員の例です ｡②（　）内は、再任用職員に係る支給割合です ｡

〈表９〉退職手当の状況（平成１４年度支給率 )  　　　　         　　　
国東　京　都町    田　市区   　　 分
勧奨・定年
２８．８７５月分
４４．５５月分
６２．７月分
６２．７月分

自己都合
２１．０月分
３３．７５月分
４７．５月分
６０．０月分

勧奨・定年
３８．０月分
５０．０月分
６２．７月分
６２．７月分

自己都合
２４．２５月分
３２．５月分
４９．７５月分
５０．０月分

勧奨・定年
３８．０月分
５２．０月分
６２．７月分
６２．７月分

自己都合
２８．０月分
３８．０月分
５６．５月分
６０．０月分

勤  続  ２０  年
勤  続  ２５  年
勤  続  ３５  年
最  高  限  度

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）
消防職員加算

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）加  算  措  置

１号俸定年等退職の場合、原則
１号給、特別２号給１号給（勧奨 ･定年 ) 退職時特別昇給

〈表１０〉特別職の報酬等の状況　　　         　　　  

期     末    手    当報酬等の月額
（平成１４年４月１日現在）区   　　 分

（平成１３年度支給率）
平成１３年６月期　２．０５月分
平成１３年１２月期　２．２月分
平成１４年３月期　０．４月分

計　　　　４．６５月分

（給料）
１，０６０，０００円
９００，０００円
８１０，０００円

市　　　長
助　　　役
収　入　役

（平成１３年度支給率）
平成１３年６月期　２．２月分
平成１３年１２月期　２．５月分
平成１４年３月期　０．５月分

計　　　　５．２月分

（報酬）
６４０，０００円
５８０，０００円
５５０，０００円

議　　　長
副　議　長
議　　　員

※市長、助役、収入役については条例の定めにより退職手当及び扶養手当が支給されます。

〈表１１〉部門別職員数の状況と主な増減理由    （各年４月１日現在）

主　な　増　減　理　由対前年
増減数

職　員　数　　　　区分
部門　　　　 平成１４年平成１３年

　

証明窓口の一元化等
国民年金事務の国への事務移管等
　
　
　

組織の見直し等

０
０

△　４
△　５
０
０
０
１

△　３

１５
３８１
１３５
３９２
３４９
２
１７
１４
２９７

１５
３８１
１３９
３９７
３４９
２
１７
１３
３００

議　　 会
総　　 務
税　　 務
民　　 生
衛　　 生
労　　 働
農林水産
商　　 工
土　　 木

一
般
行
政
部
門

△  １１
（２２）

１６０２
（２２）１６１３小　　 計

△  ２７６３０６５７教　　 育特別行
政部門 小学校統廃合等△  ２７

（１３）
６３０
（１３）６５７小　　 計

病院増改築への対応等

給水所運転監視業務の委託化等

４
０

△　４

４５４
９６
１９１

４５０
９６
１９５

病　　 院
下 水 道
そ の 他

公営企
業等会
計部門 ０

（６）
７４１
（６）７４１小　　 計

△  ３８
（４１）

２９７３
（４１）３０１１合　　計

（注）①職員数は、一般職に属する職員数（教育長１人、長期の臨時職員６人を含む）であり、
　　　　自治法上の派遣は含まない（一部事務組合等　９人）。なお、〈図１〉の職員数では、
　　　　教育長及び臨時職員を除いています。　
　　　②（　）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きです。

定員管理計画の目標及び進捗状況等
①定員適正化目標
　　市の職員の適正な定員基準を考えるに当たっては、総務省の定員モデルとの比較、類似団体
　別職員数との比較、さらには、町田市の人口動態と職員数等からの設定などいろいろな方法が
　あります。中でも、人口は事業量の基本的な指標であるため、市では人口動向と職員数が連動
　する計画として、職員一人当たり人口に着目した計画目標を設定するとともに、５年間で５％
　の定員削減を計画目標とします。
　　具体的には、職員一人当たりの住民人口を目標値１５３人とした基準職員数と定め、平成１３年度
　から５カ年計画で平成１７年度までに計画と実績数との乖離数が０になるように推進します。
②主な定員管理適正化法
　　事務事業の見直し、組織・機構の見直し、外部委託の推進、ＩＴの積極的活用、公共施設の
　管理運営の合理化、再任用職員・再雇用嘱託職員の活用、サンセット方式の導入、定員シーリ
　ング方式の導入等

〈表１２〉定員管理計画の年次別推進（実績）の概要 　（各年４月１日現在）
計平成１７年平成１６年平成１５年平成１４年平成１３年平成１２年区　　分部　門

２２５１６５５８５４５２４減　 員

一般行政
２１９９４５８８４６３１増　 員
▲６▲７▲１０３１７差 引

１６４１１６４８１６５８１６５５１６５４１６４７職 員 数
１６１０１６１３１６４７実 績 数

８３７１７２４１３２２減 員

特別行政
１７６０７２２増　 員
▲６６▲１▲１７▲１７▲１１▲２０差 引

６０３６０４６２１６３８６４９６６９職 員 数
６４０６５７６６９実 績 数

２５０６５８６減 員

公 営 企 業
等　 会　 計
（病院を除く）

９０１３２３増　 員
▲１６０▲５▲２▲６▲３差 引

２４８２４８２５３２５５２６１２６４職 員 数
２８８２９１２６４実 績 数

３３３２３７８１１４６６５２減 員

計
２４５１５４６９８５０３６増　 員
▲８８▲８▲３２▲１６▲１６▲１６差 引

２４９２２５００２５３２２５４８２５６４２５８０職 員 数
２５３８２５６１２５８０実 績 数

２５０３２４９５２４８６２４７８２４７０２４３９基　準　職　員　数

▲１１５４６７０９４１４１乖　　　離　　　数

（注）町田市定員管理計画は、再任用短時間勤務職員を退職職員の補充に充てる場合は減員数とし
　　　て捉えていないため、表１１と表１２の平成１４年度実績数は異なる。


